
ズ
ー
ム
ア
ッ
プ
経
済
統
計

　

地
方
で
は
、
少
子
高
齢
化
な
ど
に
よ

る
人
口
減
少
が
急
速
に
進
ん
で
お
り
、

過
疎
化
や
地
域
経
済
の
縮
小
が
懸
念
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
中
で
、
政
府

は
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
向
け
た
取
組
み
を
、

地
域
活
性
化
を
推
進
す
る
原
動
力
に
な

り
う
る
も
の
と
位
置
付
け
て
い
る
。

　

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
通
じ
た
地
域
活
性
化
の

旗
振
り
役
と
し
て
期
待
さ
れ
る
の
は
、

地
方
公
共
団
体
だ
。
内
閣
府
は
、
地
方

公
共
団
体
に
よ
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
の
取

組
み
を
推
進
す
る
た
め
、
２
０
１
８
年

度
か
ら
優
れ
た
取
組
み
を
提
案
す
る
29

都
市
を
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
未
来
都
市
」
と
し

て
選
定
。
特
に
先
導
的
な
10
事
業
を

「
自
治
体
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
モ
デ
ル
事
業
」
に

選
び
資
金
面
で
支
援
を
行
う
（
19
年
度

は
31
都
市
、
10
事
業
を
選
定
）。

18
年
12
月
に
は
自
治
体
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推

進
評
価
・
調
査
検
討
会
が
「
平
成
30
年

度
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
関
す
る
全
国
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
結
果
」
を
公
表
し
た
。
本
調

査
は
、
前
述
の
未
来
都
市
の
選
定
後
に

全
国
の
自
治
体
の
動
向
を
把
握
す
る
目

的
で
実
施
さ
れ
た
も
の
で
、
１
０
２
０

の
自
治
体
か
ら
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
関
心
度
や

推
進
の
方
向
性
、
課
題
な
ど
の
回
答
が

得
ら
れ
た
。

　

本
調
査
に
よ
る
と
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の

「
存
在
を
知
ら
な
い
」
と
回
答
し
た
地

方
公
共
団
体
の
割
合
は
５
％
に
す
ぎ
な

い
が
、「
非
常
に
関
心
が
あ
る
」「
関
心

が
あ
る
」
と
の
回
答
も
計
57
％
に
と
ど

ま
る
。
こ
れ
ま
で
特
に
注
力
し
て
き
た

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
目
標
（
複
数
回

答
）
と
し
て
は
、
目
標
11
（
持

続
可
能
な
都
市
）
が
最
多
で
、

３（
保
健
）、４（
教
育
）が
続
き
、

今
後
も
注
力
し
た
い
と
思
っ
て

い
る
目
標
も
同
様
で
あ
っ
た
。

　

ま
た
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
向

け
て
推
進
す
る
具
体
的
な
取
組

み
と
し
て
は
、「
将
来
の
ビ
ジ

ョ
ン
づ
く
り
」「
体
制
づ
く

り
」「
各
種
計
画
へ
の
反
映
」

な
ど
六
つ
の
項
目
に
つ
い
て
質

問
が
行
わ
れ
た
（
図
表
）。
い

ず
れ
の
項
目
に
対
し
て
も
、
す

で
に
推
進
し
て
い
る
と
の
回
答

は
１
割
前
後
と
ま
だ
少
な
い
。

今
後
の
推
進
予
定
も
な
い
と
の

回
答
は
５
〜
６
割
を
占
め
た
。

　

取
組
み
が
進
ま
な
い
背
景
に
は
、

「
先
行
事
例
や
成
功
事
例
が
な
い
た
め

ど
の
よ
う
に
推
進
す
れ
ば
い
い
の
か
わ

か
ら
な
い
」「
行
政
内
部
で
の
理
解
、

経
験
や
専
門
性
が
不
足
し
て
い
る
」

「
地
域
住
民
の
関
心
が
低
い
た
め
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
の
達
成
に
向
け
た
取
組
み
へ
の
理

解
が
得
ら
れ
な
い
」
と
い
っ
た
課
題
・

障
壁
を
挙
げ
る
自
治
体
が
多
い
。
内
外

に
お
け
る
理
解
・
関
心
不
足
な
ど
も
あ

り
、
進
め
方
で
戸
惑
っ
て
い
る
様
子
が

う
か
が
え
る
。

　

現
状
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
向
け
た
地

方
公
共
団
体
の
取
組
み
は
、
ま
だ
手
探

り
状
態
だ
と
い
え
よ
う
。
今
後
は
、
地

域
住
民
や
地
域
事
業
者
な
ど
の
理
解
を

得
る
た
め
に
も
、
さ
ま
ざ
ま
な
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
と
密
に
連
携
し
た
取
組
み

が
不
可
欠
で
あ
る
。「
自
治
体
Ｓ
Ｄ
Ｇ

ｓ
モ
デ
ル
事
業
」
な
ど
を
通
じ
て
地
域

活
性
化
に
つ
な
が
る
成
功
事
例
が
積
み

上
が
り
、
そ
こ
で
得
ら
れ
た
ノ
ウ
ハ
ウ

が
共
有
さ
れ
る
こ
と
で
、
ほ
か
の
地
方

公
共
団
体
に
も
積
極
的
な
取
組
み
が
広

が
っ
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

地
方
創
生
と
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
達
成
に
向
け
た

地
方
公
共
団
体
へ
の
期
待

（
自
治
体
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
評
価
・
調
査
検
討
会
「
平
成
30
年
度
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に

関
す
る
全
国
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
」）

大
和
総
研　

金
融
調
査
部
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
室

主
任
研
究
員

依
田
宏
樹

〔図表〕 ＳＤＧｓ達成に向けて地方公共団体が
推進している取組み

（注） 　調査時期：2018年10月１日～ 11月16日、対象自治体数：
1,788、回答数：1,020（回答率：57.0％）。

（出所） 　自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会「平成30年度 ＳＤＧ
ｓに関する全国アンケート調査結果」から大和総研作成。
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①将来のビジョンづくり

②体制づくり

③各種計画への反映

④関係者（ステーク
ホルダー）との連携
⑤情報発信による
学習と成果の共有

⑥ローカル指標の設定

推進していない 推進していく予定である 推進している
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